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地域の雇用をめぐる労働福祉政策の新展開*

――英国ニュー・ディール政策の検討を中心として――
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要　　旨

　本稿は、イギリス・ブレア政権におけるニュー・ディール政策について、特に若年向けの失業者支援

政策と地域雇用におけるその新たな役割について先導的な事例から知見を得ることを目的としている。

　若年向けニュー・ディール政策は、97年総選挙で勝利した労働党が、６ヶ月以上失業している18歳か
ら24歳の男女を対象に、就職活動、再訓練などを支援するために98年から導入した政策で、個人アドバ
イザーによるきめ細かなサービスを特徴としている。

　このニュー・ディール政策は地域レベルで実施され、したがってその地域の産業、教育等の機関との

ネットワーク作りが重要である。本稿ではロンドンのランベス地区を中心としていくつかの地域のケー

スを取り上げ、雇用福祉政策がどのような対象にどのような影響を与えているかについて、一定の評価

を試みる。結論としては、パートナーシップは形成過程が重要であり、「提携ないし共同関係の疲弊」と

いったパートナーシップの形成、運営上での問題を避ける必要があることが指摘できる。また、ニュー・

ディール政策はマクロ的、長期的な影響を測るには規模が小さく、政策実施からの時期の問題があるが、

各個人レベルでみれば、既に好影響が表れているといえる。

　最後に本稿の今後の展望として、欧州連合（EU）での労働政策の統合過程の中での位置付けを試みる。
98年より EU で導入された「ルクセンブルクプロセス」という欧州雇用戦略に基づく各国の政策協調プ
ロセスでも、イギリスのニュー・ディール政策は積極的にアピールされている。このようにニュー・

ディール政策は、欧州における、EU、国家、地域の間でのパートナーシップ形成にも貢献しているとい
える。
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シップ
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�．はじめに：研究対象・構成および意義

１　研究対象

　97年の英国の総選挙で勝利した労働党は、それ
までの保守党政権下での政策を、一部は継承しつ

つ、一部は大胆に改革を行ったことで、内外の注

目を集めた。本研究で取り扱うニュー・ディール

政策はそれら一連の改革の中で、特に雇用関連の

社会保障分野としての労働福祉政策（‘Welfare to
Work’ Programmes）1）である。ニュー・ディール

（New Deal）政策は対象が年齢や属性などによっ
て細かく分類されている2）が、特に本研究では18
歳から24歳までの年齢層を対象とした若年失業者
向けニュー・ディール政策（New Deal for Young
People：以下 NDYP）を取り上げる。この年齢層
での長期失業が、教育や犯罪といった多様な社会

問題と密接なかかわりをもっていることで、重要

視されているからである。

２　研究の構成

　本稿では、次の第�節において、ニュー・

ディール政策の導入に至る背景について概観する。

ニュー・ディール政策の中で NDYP がどのような
位置を占めているのかについても、最新の統計資

料をもとに検討する。そして NDYP の内容を実際
のプロセスに沿って整理する。

　次の視点として、現段階までのニュー・ディー

ル政策の評価について、第�節で触れる。98年以
降導入されたニュー・ディール政策は現段階で包

括的な評価を行うことはまだ困難である。手法と

してはマクロ面、ミクロ面、そして質的側面と

いった、各側面から様々な萌芽的研究が今まさに

行われている。特に本稿では、パートナーシップ

に関する批判、政策に参加している参加者、雇用

者らへのミクロ的影響などについて、一定の知見

を得ることを試みる。

　最後に第�節で、ニュー・ディール政策を欧州

連合（EU）の社会労働政策の統合プロセスの中で
位置付ける。

３　本稿の意義

　本稿の意義は以下の２点に要約される。

　まず第一点として、イギリスにおける労働福祉

政策の展開を地域経済という視点から取り上げて

いることが挙げられる3）。特に第�節４項で詳述

するように、ニュー・ディール政策の運営上、地

域の役割は非常に大きい。また地域経済の中で雇

用が占める位置は常に大きいものである。このよ

うな関係をより具体的に検討するものとして本稿

を位置付ける。

　第２点目の研究意義として日本への示唆を挙げ

ることができる。今まさに失業率の増加という困

難に直面している日本は、適切な処方箋なしには、

構造的長期失業というイギリスをはじめ多くの欧

州の国家が経験した困難を繰り返すことになる。

積極的労働市場政策としてのニュー・ディール政

策の意義に加え、「雇用能力」（Employability）4）

の向上といった政策の指針も、雇用の流動化が求

められる時代に個人に必要なものである。また

「第三の道」5）と称される将来の社会へのビジョン

についても示唆に富んでいる。このような長期的

なビジョンと具体的な政策が対となっていること

は、日本がまさに見習うべき点である。

1）本稿では、給付による福祉から雇用機会と能力の向
上による福祉の増進という広い意味で「労働福祉政

策」の訳語を当てている。

2）各属性についての詳細は後述の第�節を参照。

3）この視点はこれまでの拙稿との継続でもある。香
川・伊藤（2000）、香川・伊藤（2001）を参照。

4）「職業能力」とも訳される。日本における語法など
については、例えば「厚生労働白書」（平成13年度
版）第２部・第５節 PP. 235–241、また政府の近年の
取り組みとしては同 PP. 397–401 の「第７次職業能力
開発基本計画」「職業能力開発施策」等を参照。

5）「第三の道」についての議論は本稿の意図する範疇
を上回る大変大きな問題である。残念ながらここでは

以下の３つの研究を参考として示すにとどめる。（1）
アンソニー・ギデンズ「第三の道」（1999年）、日本経
済新聞社、佐和隆光（訳）、特に第４節社会投資国家、

PP. 168–14、（2）Giddens, Anthony（2000）The
Third Way and its Critics, 特に Chp.2 Social Democ-
racy and the Third Way, Chp3. Government, the State
and Economic Strategy, PP. 27–84、（3）Giddens,
Anthony（2001）, Global Third Way Debate, 特に Part
II The Welfare State, Social Policy and Inequality, PP.
111–243。またブレア政権と「第三の道」との関係に
ついては、Blair, Tony（1998）The Third Way: New
Politics for the New Century, Pamphlet 588, Fabian
Society を参照。
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�．ニュー・ディール政策について

　本節では、ニュー・ディール政策に関する背景、

導入の経緯、そしてニュー・ディール政策そのも

のの構成について概観する。

１　背景と位置付け

　表１はイギリスの若年者層の失業の実態を表し

たものである。特に93年から97年までの若年長期
失業者の変化が極めて少ないことがこれより分か

る。これが NDYP の政策の対象となっている層で
ある。

　表１からも分かるように、イギリスにおける若

年失業率は実際に年々低下傾向にある。全体とし

てのこの若年失業率の減少は、イギリス全体の失

業率の変化を反映している。しかし、93年から97
年にかけて、失業期間に関する構造はそれほど変

化がない。これは何らかの理由で失業状態に陥っ

た若年者が、再就職ができずに、労働市場から疎

外されている状態を示している。

　このような若年層の労働市場は二つの競争から

特徴づけられる6）。一方で、若年層とその他の年

代層との競争である。この場合若年層は全体とし

て職業経験やそれに関連する技術などに関して不

利であると見られる。このような競争は雇用の流

動化によってますます激しくなってきている。他

方で、当然のことながら、若年層の間での競争が

ある。雇用者が若年者を対象に雇用活動を行うこ

とで、このような若年層向けの労働市場というも

のが形成される。資格や教育水準といったものが

ここでの競争の鍵となるため、教育や訓練を行う

機関へ入るための競争までもが激化する結果とな

る。

　このような二つの競争によって、最も雇用能力

の低いとされる層が、結果的に最も長く失業する

ことになる。失業期間中、いわゆる「実地による

技能習得」‘Learning-by-Doing’ によって職業能力
を高めることができないため、失業期間中に雇用

能力は一般的に低くなっていく。雇用者もその点

を考慮し、長期失業者を雇うことにためらいが生

じる。このような状況の場合、最適な政策は雇用

を創出することに補助金を出すことである7）。

２ 「新しい労働党（New Labour）」の誕生と
ニュー・ディール政策の導入

　ニュー・ディール政策は、97年の総選挙に向け
て労働党が準備した政策のひとつであった8）。こ

のときの労働党はこれまでの労働党（Old
L a b o u r）に対して「新しい労働党（N e w
Labour）」と呼ばれている。この意味は、トニー・

6）Hasluck（1998）
7）Coles, M. and Masters, A.（2000）
8）ニュー・ディール政策の当初の焦点は若年層と長期

表１　イギリス若年失業率の推移

1 16歳以上全てを含む ILO 定義による失業率
2 18歳から24歳までの ILO 定義による失業率。
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ブレア（T. Blair）党首の下で党の綱領を大きく変
更したことである。党の綱領にある生産手段の国

有化といった旧来の社会主義的な目標から、より

新自由主義的な市場の機能を重視し、政策に取り

入れるようになった。雇用関連ではケインジアン

的アプローチを脱却して、完全雇用を目標としな

くなったことが、大きな変更点である。このこと

は前述の「第三の道」の新中道左派（New Centre
Left）の考え方でもある9）。

　このようなブレア党首の主張に対しては様々な

方向からの批判がある。Michel（1999）の見方
は、より現実的な選挙戦略との関係でブレアの理

念に疑問を投げかけている。つまり労働党は、保

守党の政権下での経済成長そのものは否定するこ

とが出来ず、逆にその政策を取り入れることで、

97年の地滑り的勝利を得ることができたというこ
とである。このことは、サッチャー保守党政権下

で、従来の労働党支持基盤であった労働組合が政

府の圧力のもとで弱体化、解体していったことと

も無関係ではない。「旧」労働党（Old Labour）
が従来の支持基盤だけではなく、広く社会にア

ピールできるような政策を構想したときに生まれ

たのが、新しい労働党（New Labour）そのもの
であったと言えるからである。

　ブレア労働党政権が2001年の総選挙でも大勝し
たことは、結果として、97年以降の改革の方向性
が支持されていることを示していると言えるであ

ろう。

　上記のような変化を受け、労働福祉政策の分野

で次に述べる具体的な政策が形成された。

３　NDYP のプロセス
　NDYP は、‘Jobseeker Allowance’（JSA、求職
者手当）という失業手当に６ヶ月間以上申請して

いる18歳から24歳の男女が全員参加することに
なっている。失業後、再雇用までに特別な障害が

予想される場合は、それ以前に参加することが可

能になっている。実際の政策の運営に関しては、

Employment Service（ES、雇用局）が担当してい
る。

　プロセスとしては図１のようになっており、主

に３段階の支援制度から構成されている。

　全ての NDYP 参加者は、まず支援開始にあたる
ゲートウェー（Gateway）、またはワンストップ・
ゲートウェーという、最長４ヶ月間のサービスを

受ける。その間に個人アドバイザー（Personal
Advisor; PA）の支援で通常の求職活動を行う。
４ヶ月の間にこの求職が成功しなかった場合、オ

プション（Option）と呼ばれる５つの選択肢から
その後の進路を選択することになる。これらの選

択肢に従う以外、つまり何らかの仕事、教育、訓

練等に参加しない限り、JSA が減額されるという
厳しいものとなっている。Option での雇用に対す
る補助金は主に６ヶ月を限度としているため、そ

の後また NDYP の支援が必要となる人に対して
は、支援完了にあたるフォロースルー（Follow-
through）という支援の中でやはり個人アドバイ
ザーとともに継続的に支援を受けることができる。

a）ゲートウェー（Gateway）
　最長で４ヶ月間続く、個人アドバイザーとの面

談などを通じて補助金などのつかない通常の雇用

を目指す。個人アドバイザーとは面接を通じて、

各種の支援を得ることができる。それらは以下の

ように分類される。
● ガイダンス、アドバイス：職種の決定、将来の
キャリア、要望や好みなどについての相談

● 直接的支援：アドバイザーと適当な求人を探し、
約束（アポイントメント）を取る、雇用者と事

前に連絡を取る。
● 間接的支援：アドバイザーと進捗状況を確認し、
求職活動の目的や技法などを見直す。

● 資格向上：履歴書、手紙（ビジネスレター）、申
し込み用紙の書き方や面接対策などを行う。

失業者であった。その後ほぼ同様のプロセスで母子・

父子家庭、失業者のパートナー、50歳以上といった層
へ拡大した。その後はより一般的にコミュニティ、学

校、クラス（先生への支援）や、音楽家、芸術家など

も対象となっている。しかし以下の記述は基本的に当

初の考え方から乖離していないニュー・ディール政策

を扱っている。

9）Blair（1998）P. 6–7 はこのような労働党の政策の
変化は、経済・社会の変化に対応したものであると述

べ、以下の４点をその変化の主要な側面であるとして

いる。1）地球規模での市場と文化（Global markets
and global culture）の増大、2）雇用と新規産業の成
長の鍵としての技術（Technology）の進歩と技術
（Skill）・情報、3）女性の役割の変化、4）政治そのも
のの大きな変化。
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● 特別支援：ゲートウェー期間であっても、その
後の学歴、職業能力、コンピューター技術、読

み書きといった訓練をサービス提供者から受け

ることができる。

　ゲートウェー期間での各主体の関係を図式化す

ると図２のようになる。

b）オプション（Options）
　４ヶ月のゲートウェー期間を終えても、補助金

の無い通常の雇用に採用されなかった場合、参加

者は以下の４つ10）の選択肢から進路を選択する。

１．雇用者へ補助金の出る仕事。被雇用者は週１

日の職業訓練を受けることができる。補助金

の額は週60ポンド。また、1998年６月より自
営業へのオプションもこの枠組みに含まれる

ようになった。この場合、週ごとの保障費と

ともに、400ポンドの助成金が支給される。
「補助金付き雇用」‘Subsidised Employment’
の略称として SUBEMP オプションと呼ばれ
ることがある。

２．１年間の全日制の教育、または職業訓練。１

２ヶ月間までで、NVQ レベル２11）を保有し

ていない人に限られる。「全日制教育・訓

練」‘Full Time Education and Training’ の頭
文字をとって FTET オプションと呼ばれる。

３．６ヶ月のボランタリー部門での仕事。‘Vol-
untary Sector’ の頭文字をとって VS オプショ
ンと呼ばれる。

４．環境タスクフォースでの６ヶ月の仕事。環境

分野での雇用創出プログラムと連動してい

る。 ‘Environment Task Force’ の頭文字を
とって ETF オプションと呼ばれる。

　１、３、４の仕事を行うオプションを選択した

場合は、週に一日、あるいはパートタイムとして

教育、あるいは訓練を受けることができる。この

場合は雇用者へさらに750ポンドの補助金が出る。
　これら以外のオプション、つまり従来のように

失業給付金の支給を続けるという選択肢はなく、

上記のオプションのうちのいずれかを選択しない

限り JSA が減額される。２週間先延ばしされ、そ
の後も従わないようであれば、さらにその決定の

日から４週間支給が停止される。

　実際に NDYP 参加者がどのような進路を選択し
ているかをまとめたものが表２である。これによ

図１　NDYP のプロセス

10）European Commission（1998）によると、98年７月
に５つ目のオプションとして「６ヶ月間の補助金の出

る自営業」が加わったとされているが、イギリスの資

料としては「４つ」のままである。これは「５つ目」

のオプションは１つ目のオプションに含められている

からである。これは政府の公約として「５つ目」のオ

プションはない、と宣言していたための苦肉の策だと

思われる。第�節を参照。

11）NVQ レベルとはイギリスの教育水準を表すもので、
１から５まで。大学、大学院は４、５であり、レベル

２というのは中級職業資格認定である。

図２　ゲートウェー期間での主体関係図1

1 Employment Service（2000a）
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ると、参加者のうち約４分の１は補助金なしの雇

用に就くことに成功している。オプションを選択

した対象者では、補助金つきの雇用と教育・訓練

のオプションが多く、ボランティア、環境部門に

はあまり人が集まっていない。

４　政策の運営～地域の視点から～

　本節では、これまで述べてきたニュー・ディー

ル政策が、実際どのように実施されているのかに

ついて、地域の視点から詳述する。

a）　政策実施のネットワーク
　NDYP の政策の実施に関しては、Employment
Service（ES、雇用局）が責任を負っている。ES
を中心として多様な行為主体・機関と組織がこの

実施に関与している点が、特徴として挙げられる。

それらは、地域当局、訓練・企業理事会（Training
and Enterprise Councils: TECs）、地域企業理事会
（Local Enterprise Councils: LECs）、教育機関、
ボランティア組織、地方の産業コンソーシアムな

どである。これら多様な機関と組織が、ニュー・

ディール政策に広く参加することで、若年失業者

が必要なサービスを受けることが出来るように

なっている。

　ES とそれらの各組織がどのような形で提携を
結びニュー・ディール政策を実施するのかについ

ては、表３にある通り、４つの類型が挙げられる。

　このような雇用政策の地域を主体としたネット

ワークとともに、地域経済にとって重要な域内投

資や企業、教育機関など地域の問題を広く扱う12）

エージェンシー（Agency、いわゆる独立行政法
人）として、1999年10月26日にロンドン以外の８
つの全国の地域で導入された地域開発局

（Regional Development Agency：RDA）がある。
ロンドンでは、同様の目的のロンドン開発局

（London Development Agency：LDA）が９つ目の
エージェンシーとして2000年7月3日に設立された。
　この機関の機能として着目すべき点は、直接投

資を行うというよりも、地域開発の戦略を立案し

たり、政府の政策を地域レベルで推進、あるいは

EUからの基金の受け皿となったりする、という役
割にある13）。そのため各省庁ごとの資金をまとめ、

総合して地域開発にあてることが可能である。

b）先行導入地域＝ランベス（Lambeth）の事例
　1998年の４月６日から全国的に導入された
NDYP は、先行導入地域（Pathfinder Area）にお
いては同年１月５日より導入された。12の先行導
入地域は、イングランド、ウェールズの各地域か

らほぼ均等に選ばれている14）。これらは合計する

12）通産省（Department of Trade and Industry）の資
料によると、RDAの目的は、経済発展と刷新、経済効
率、投資、競争力の強化、雇用促進、雇用に関連する

技能の推進、持続可能な開発、と定められている。

表２　NDYP 参加者のその後の進路

13）ロンドンの LDA の場合、「ロンドン憲章（Charter
for London）」という地域開発のフレームワークを、
既存の複数の機関とともに締結することで、LDA を
中心としたネットワークを形成している。それらの機

関には、ニュー・ディール政策を担当している ES や
労働組合連議会 TUC）、または産業界の代表であるイ
ギリス産業連合（Confederation of British Industry：
CBI）も含まれている。

14）それぞれの詳しいデータに関しては、添付資料の表
を参照。
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と、イギリスにおける失業給付申請者のうちの11
％を占める15）。98年４月までで、１万9500人が
NDYP に参加した。これら先行導入地域を設ける
目的は、全国よりも３ヶ月早く導入した地域で浮

かび上がってきた問題点を明確にするためであ

る16）。

　ここで事例として取り上げたランベス

（Lambeth）は、ロンドン市内の地域で、先行導入
地域のひとつである。ロンドンの中でも治安、教

育などの点で問題が多く、失業率などからしても、

明らかに大都市の中で経済、社会活動から取り残

された人が多い地域である17）。99年平均でランベ
スの失業率は、全国で12番目に高い値を示してい
る。このランベスはロンドンの中心部に程近いに

も関わらず、ロンドン市内で過去10年間求人数が
減少し、また過去５年間で登録事業者が増加して

いない、唯一の地域である18）。

c）地域の視点＝理論的アプローチ
　ここでは、上記のような地域の視点が生まれてく

る背景として、ローカルの視点の必要性と、イギリ

スの地域「間」格差が地域「内」格差の問題へとシ

フトしつつあることを指摘することができる。

　第�節で詳述するが、財政の面からも経済成長

の面からのそしてより個人レベルでの「幸福」と

いった観点からも、福祉国家の変容に対する圧力

が近年強まっている。その中で国家がローカルな

主体を政策に関与させること19）を模索し始めてい

1 10地域は他に、Hackney and City, South Humber, Colchester, Solihull, Tyneside North, Exeter and
East Devon, Bridgend and Glamorgan Valleys, West Lancashire, Forth Valley である。Jarvis
（1998）P. 27 参照。

表３　NDYP 地域の類型

15）Anderton et al（2000a）P. 4
16）政府はこの先行導入地域は決して「先駆的な」取り
組みをしているから選ばれた訳ではないとしている。

その後の政府が関わる研究報告でも、先行地域からの

教訓を参考に、という形式で多くの改革案が提示され

ている。同様の試みとして、ゲートウェー期間につい

て特に10地域で99年からやはり先行的に集中的な研究
がなされた。しかしこれらは先行導入地域と同地域で

はない。Employment Service（2000a）を参照。

17）ランベスでは以前から人種問題、麻薬、治安、ホー
ムレス等の問題が顕在化しており、地域レベルでの対

応策がとられてきた。例えば公共住宅を用いた麻薬、

アルコール中毒者への取り組みについての  Rutter
（1999）や、人種、宗教、性的嗜好等の多様性を認め
た上でのコミュニティと警察のあり方についての

Spencer and Hough（2000）を参照。
18）ロンドン全体では５％の増加をしている。Employ-

ment Service の Lambeth District Manager、Allan
McColgan 氏とのインタビューによる。

19）EU、OECD、各国などによってローカルな主体を
政策に含めることを表現する用語は様々である。Finn

表４　イギリス・ロンドン・ランベスの
失業率1の変化（％）

Office for National Statistics（1998–2001）Regional
Trends 33–36, The Stationery Office より作成
1 申請者数と経済活動者数をもとに独自に計算した
もの。



―― 104

る。その主な理由として、Finn（2000）20）は以下

の５点を挙げている。
● 既存の政策のフレームワークとのギャップを埋
め、効果を高める方法を模索している。成功す

れば他の政策分野への応用が可能になる。
● 様々な地域でそれぞれの問題を扱う政策が増え
てきたこと。地域の主体（local actors）はその
地域の環境を理解し、解決策を見極めるのに最

も適しているかもしれないから。
● 国家、地域の多様な主体が、それぞれの活動を
補完し、パートナーシップを築いていくところ

から、相互間のつながり（inter-linkage）が強
まっている。

● 異なる財源間の協調、地域の優先項目に焦点を
あてた政策が始まっている

● 広い地域のネットワークによって、新たな主体
が政策の範囲を広げ、政策の効率化を妨げてい

る地域の問題に対して発言することが活発化し

ている。

　そのような政策の掲げる目的・戦略が進展して

くるとともに、政策の実施面では、機関や組織間

での不一致をなくすことや、地域の枢軸となって

いる主体を関係付けることが中心的な課題となっ

てきているといえる。ニュー・ディール政策は、

個人に見合った支援を行うことを政策の特徴とし

て強調しているので、ローカルあるいはより個人

レベルでの活動範囲でもっとも効果的に政策が実

施される。

　さらにこのようなローカルな視点の必要性は、

地域格差がどのようなレベルで表れているか、と

いう問題発見とも関係している。HM Treasury
（2000）では、地域格差は、80年代後半に経験し
たような、イングランド南部での経済成長と北部、

スコットランド、北アイルランドといった広い範

囲での地域格差ではなくなってきているとしてい

る21）。90年代後半の経済成長により、そのレベル
での格差は縮小に向かったが22）、各地域内に高失

業率の地域が点在している、という地域内格差の

問題にシフトしている。このような地域の多くは

都市部であり、若年層に加えて、人種的少数者

（Ethnic Minorities）、単親家庭（Lone Parents）、
障害者などが、失業や社会的疎外という新たな問

題になっている。このような点からも、地域経済

のレベルで労働政策を中心としたネットワークに

よって生まれる社会のあり方を検討する必要があ

ると言える。

�．ニュー・ディール政策の評価に関して

　地域の視点からニュー・ディール政策はどのよ

うに評価できるのであろうか。ニュー・ディール

政策は98年から導入された新しい政策であるた
め、現段階で明確な評価を下すことは困難である。

そこで本稿では、マクロ面の影響と、ミクロ的な

面からの就職活動、雇用者側からの補助金と雇用

創出効果について検討し、ニュー・ディール政策

の政策運営の質の問題およびパートナーシップの

問題について触れておきたい。

　イギリス政府内で公式にニュー・ディール政策

の評価を行っているのは、政策を担当している教

育雇用省（Department for Education and Em-
ployment: DfEE）と Employment Service である。
　Labour Market Trends（1998）によると、
ニュー・ディール政策の評価は主に以下の３つの

要素からなっている。
● マクロ的な影響、すなわちニュー・ディール政
策が経済全体に与える効果

● ミクロ的な影響、すなわち参加者、雇用者、パー
トナーたちに与える影響

● 政策の質の問題、すなわち実施された政策の質
がどのような向上をもたらしたか

　以下ではそれぞれについてフレームワークとと

もに、NDYP のデータを用いて多角的な分析を試
みたい。

１　マクロ的な影響

　主にここでは、可能な範囲として失業期間の変

化について検討する。先の第�節表１からも分か

るように、93年から97年までは失業率の全体的な
減少とは関係なく、失業期間の構成自体には変化

はなかった。それに対して97年以降では、短期的

（2000）によると、decentralization（北欧）、local
partnership、inter-agency collaboration、local actions
and employment initiatives（欧州委員会）が挙げられ
ている。

20）Finn（2000）P. 47
21）HM Treasury（2000）P. 1, P. 8 を参照。
22）この地域格差の縮小については、拙稿（1999）参照。
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な失業者の割合が増加し、長期失業者の割合が減

少していることがわかる。これはまさに NDYP が
対象としている層へ政策の効果が全体的に表れて

いることを示している。

　また失業期間について特に先行導入地域と、そ

れぞれの地域と近似する比較地域とで失業者数が

どのように変化したかを示したのが表５である。

　これより、特に政策の対象となっている６ヶ月

以上の失業者から、NDYP 導入地域で効果が表れ
ていることがわかる。

　Anderton, Riley and Young（1999）では、
NDYP 導入後、一年間での効果について分析をし
ている。北アイルランドを除くその他のイギリス

の地域では約３万人の若年層が失業手当に頼らな

くなったとしている23）。この値は40％近い長期失
業率の減少を意味している。このことは表１から

も裏付けられる。さらに毎月で１万人近い数の若

年層が NDYP の結果失業状態から抜け出してい
る。延べにして約25万人が NDYP の結果として仕
事についた。このような政策の成功面は、この

NDYP を独立して自己資金で運営することを可能
にするかもしれない、という予想によって端的に

知ることができる。

　一方で Anderton 等の研究は、この政策のマク
ロ経済全体への影響は限られているとしている。

国民総収入でみると、0.1％（年間８億ポンド）と
なっている。結果としてニュー・ディール政策の

成否は全体としてのマクロ経済動向に非常に依存

しているといえる。

　しかし、ニュー・ディール政策そのものの目的

は、社会的な疎外要因を削減し、雇用能力を向上

させることで社会参加を促進していく、という非

常に広い目的を掲げている。そのためマクロ経済

への影響24）、あるいはマクロ経済からの影響を、

ただちに政策上の問題点と考えるべきではない。

むしろ政策評価としては、以下のミクロ面、ある

いは政策の質の問題に、より焦点が当てられるべ

きであろう。

２　ミクロ的な影響

　NDYP の参加者、雇用者、様々なサービスの提
供者、Employment Service といった関係主体を
見ることで、ミクロ面で与える影響を測ることが

できる。手法としては定性的、定量的なサーベイ

と、それらを補完する公的統計、ケーススタディ

といった研究が必要である。鍵となるのはどのよ

うな参加者が仕事に就くことになったか、あるい

は雇用能力の向上に関してどの程度 NDYP が手助
けとなったか、という点である。この雇用能力を

評価するにあたっての関連領域は広く、以下のよ

うな方向からの分析が考えられる。1）基本技能、
能力の向上（basic skill and qualification）、2）こ
れまでの職業経験、3）個人の性格。特に自尊心、
職探しへの動機、働くことへの姿勢といったこと、

4）職探しにあたっての焦点の当て方と活動、5）

23）Anderton, Riley and Young（1999）参照。

24）これ以外のマクロ的な NDYP の政策の効果を計る
ためには、NDYP が実施されていなかったら、という
仮説的状況を想定し分析するモデルを形成する必要が

ある。NDYP 以外の要素による変化を計算し、マクロ
計量経済モデルを構築することによって理論上は可能

である。しかし実際は政策の影響が統計上の誤謬より

も大きくないと計測は出来ない。具体的には以下のよ

うな困難が予想される。NSYP の規模が全体の労働市
場の中で小さい、マクロレベルで観察できる数が少な

い、データ全体の中で誤謬の割合が大きい、といった

ものである。また、仮に以上のような困難を経て計測

したとしても、たった一つの分析手法では全体の雇用

と失業、より広い経済全体に与える NDYP の影響を
予測できない。そこで以下のような分析手法を組み合

わせることが必要である。失業手当の申請者のフロー

データに関するモニタリングとモデリング、同申請者

の対象者、非対象者のストックデータに関するモデリ

ング、個人に与える効果のミクロ的影響の分析、

NDYP によって雇用されることになった失業者を対象
にし、ミクロ面での評価の指標を特定する、マクロ経

済モデルによって NDYP の経済全体に与える影響を
分析する、といった手法である。

表５　18歳から24歳の失業者数（期間別）の変化

（先行導入地域の失業者数 ／比較地域の失業者数）
Employment Serviice（2000b）p. 35, B6 より作成
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その他の要素。本節では特に a）で、NDYP 受給
対象者の反応、b）で雇用者側からみた雇用創出
効果について触れる。

a）NDYP 受給対象者（参加者）の反応
　上述のように、個人の雇用能力がどのように向

上したのか、正確に測定することは非常に困難で

ある。しかし、Walker et al（1999）が指摘するよ
うに、仕事の経験、資格、運転免許等がある場合、

失業状態から抜け出すのはより早くなる 25）。

ニュー・ディール政策では、補助金付き雇用、ボ

ランタリー部門、環境タスクフォースといったオ

プションで、仕事の経験を提供することができる。

教育・訓練プログラムでは資格等を目指すことが

できる。特に若年者からは補助金、教育への人気

が高く、その理由も上記と関連している。その結

果として、参加者の約半数である48％は個人アド
バイザーからのアドバイスに満足している。

　この個人の雇用能力の向上にとって、従来はオ

プションのどれかを選択することで、特に教育オ

プション以外は、実際に働きながら経験を積むよ

うなシステムとなっているが、ゲートウェー期間

中の個人アドバイザーの活動範囲を広げ、より早

い時期に訓練などを受けられるようにする改革案

も提示されている26）。

b）雇用者からの視点～雇用創出効果について～
　NDYP の一つの大きなチェックポイントとし
て、ESC（1998）が挙げているのが、補助金つき
の雇用を選択した者が、補助金の期限である６ヶ

月を過ぎても雇用されているかどうか、という点

である。先行導入地域のうち、East and North
Hertfordshire で対面聞き取り調査を行った
Michel（1999）27）による研究では、大小、業種を

取り混ぜた20の民間企業のうち、６ヶ月以降も雇
用を考えている企業はひとつもなかった28）。

　しかし、Hasluck（1998）によると、補助金が
与える雇用創出効果に関しては雇用者側へのイン

タビューで確認されている。ロンドンでの3,858の
企業を対象にした調査によると、特に企業が若年

者を必要としているときに、この補助金に興味を

持っている雇用者は過半数になっている29）。

　Hales et al（2000）での研究は上記の結果をさ
らに掘り下げて分析している。まず補助金つきで

若年者、あるいは長期失業者を雇用した3208の調
査対象企業のうち、75％の従業員25人以下の小規
模企業である30）。半分の企業は６ヶ月間の間のコ

スト削減を理由に挙げているが、失業者を助けた

い、という理由を挙げる企業も18％に上る。結果
として６ヶ月の補助金期間終了時にまだ雇用され

ていたのは62％、これは９ヵ月後には51％とな
る。

　これらをどのような職業で特に雇用されている

かについて Atkinson（1999）は興味深い資料を提
供している。職種別で見た場合、補助金付き雇用

で最も多いのは職人（Craft）の約27％で次に事務
職（Clerical）の約23％となっている。この比率は
補助金のない場合の雇用では、それぞれ約11％、
16％となり、代わりに機械オペレーターなどが17
％と高い値を示すようになる。結果としてこれら

を産業別でみた場合、工業、建築部門で補助金付

き雇用がより多く（それぞれ26％、12％）、補助
金がない雇用の割合を５ポイント以上上回ってい

る31）。

　これらを総合して考えると、企業の行動として

は、1）最初から継続的に雇う意図で、2）補助金
期間を試用期間として考えて、その後の継続雇用

につなげる、3）最初から定期雇用、の３種類が考
えられる32）。定期的な雇用創出効果としては 1）、

25）Walkert et al（1999）ではこのほかに、女性である
こと、エスニックマイノリティではないことを、失業

から早く抜け出すことの要因としている。しかしこれ

らは個人的には改善できない問題であるため、ここで

は扱わない。

26）集中的ゲートウェーと呼ばれる方式である。Employ-
ment Service（2000a）を参照。

27）Michel（1999）P. 21, Figure 5 を参照。
28）この調査には、いくつかの問題も指摘できる。まず
調査の範囲が一部の範囲で行われていること、20とい

う少ない企業への調査でしかないこと、ニュー・

ディール政策を知らない、と答えた企業もその後の調

査の母体に含まれていること、調査時期が「NDYP 実
施後早い時期」としか明記していないことなどが挙げ

られる。

29）Hasluck（1998）PP. 69–104 の Chapter 6 参照。
30）特に補助金の影響は小規模企業に顕著に表れてい
る。このことはバーミンガムを研究対象にした Walsh
et al（1999）や Michel（1999）でも同様である。

31）Atkinson（1999）PP. 23-24 Figure 4:1, 4:2 参照。
32）Elam and Snape（2000）P. 24–30
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2）が中心となるが、3）のアプローチを考える雇
用者は、ニュー・ディール政策を例えば季節雇用

などの労働需要に見合う手段として考えている。

このような場合でもニュー・ディール政策は若年

者の労働供給のプールを形成することに役立って

いると言える。全体的に見た雇用創出効果は、前

述の Hales et al（2000）によると31％に上る33）。

３　政策の質に関する評価

　NDYP ではこれまでの社会保障政策以上に、政
策の質という点に焦点が当てられている。そのた

め参加者個人や雇用者などの主体からの視点で改

めて評価する必要がある。参加者に用意された仕

事の質、訓練の質、NDYP 参加者が実際に就いた
仕事の質などがその評価対象として挙げられる。

また参加者が補助金の支給期間が終わった後でど

の程度長く雇用されているか、またどの程度の賃

金を得ることが出来たか、といったことも見る必

要がある。本節では、まずゲートウェー期間中

での就職活動を行う際に、どの程度の数の企業に

申し込みをしたのか、という数値から、政策の質

についての評価を行う。次に政策を実施する際の

パートナーシップの関係がどの程度スムーズに

行っているのか、という観点から検討を行う。

a）求職活動の資料から
　ニュー・ディール政策の質に関して評価を行う

にあたって重要と考えられる指標のひとつに、補

助金付き雇用と補助金なし雇用のそれぞれについ

ての就職申込比率を挙げることができる。先行導

入地域の初期の報告34）によると、補助金つきの仕

事の場合で 2：1 から 5：1 が、補助金のない仕事
の場合では 15：1 から 30：1 になる。ランベスの
地域管理者（District Manager）の報告によると、
この数値はランベスではそれぞれ、1.9対１、6：1
と改善されている。

　この数値の改善は、一般的には個人アドバイ

ザーと参加者との面接の結果、個人の要望や保有

技能などが明確になり、同時にそれに見合った欠

員が同地域にあることが条件となる。

　また別の指標として、ゲートウェーを離れた人

のうち、進路が不明になっている人の内訳につい

ての考察が挙げられる。先行導入地域のニュー・

ディール参加者のうち、その後の進路が不明の人

の割合は26％に上る。特にランベスでは36％と高
い値になっている。

　これらのうち、多くの場合（70％程度）は自分
で仕事を見つけているようであると報告されてい

るが、ランベスの場合はその割合は13％とされて
いる。38％は結局その後戻ってくるという状況で
ある。

b）「パートナーシップ（提携ないし共同関係）の
疲弊」問題について

　前述のように、ニュー・ディール政策の実施に

関しては、Employment Service を中心として地
域の企業やサービスの提供者と契約を結ぶ35）。

　OECD（1999）ではイングランド北西部、サン
ダーランド市の例が取り上げられている36）。日産

の工場があることでも有名なサンダーランドでは、

「サンダーランド市パートナーシップ」がニュー・

ディール政策導入の３年前、1994年から、地元の
公的、私的、コミュニティ部門を巻き込んで形成

されていた。これは非常に成功した例で、5000万
ポンドの予算を国や EU 構造基金から引き込むこ
とが出来た。ニュー・ディール政策導入と共に、

ES 中心での新たなネットワーク作りの際にこの
「パートナーシップ」を新たにして、より広いネッ

トワークを築くことが出来た。このネットワーク

は文書等の「同盟型」であり、参加者の間で個人

的な関係が形成されている。

　しかし先行導入地域の場合、この契約提携のた

めの時間が十分ではなく、これらの提携に関して

少なからず問題が起きている。ランベスは先行導

入地域の中で特に問題として取り上げられている。

　一般的には、まず Employment Service の中で、
Regional Office と District Office の関係が悪化す
るケースがある。District Office が Region や国の
レベルからの自主性をほとんど有していないとい

う不満が報告されている37）。

33）ここでは深く議論しないが、NDYP が若年層を対象
としていることから、他の年齢層に負の影響をもたら

しているのではないかという懸念もされている。これ

に関しては、しかし、複数の研究がそのような代替効

果は現段階では小さいことを示している。例えば

Hasluck（1999）を参照。
34）House of Commons（1998）Paragraph, 21 を参照。

35）前節の表３　NDYP 地域の類型を参照。
36）OECD（1999）PP. 63–65
37）House of Commons（1998）Paragraph. 55, 56 を参照
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　また、契約の締結にあたっては、民間と公的、

組織の規模といった力関係の問題もある。ランベ

スには500以上の小規模ボランティア団体がある
が、明確な先導的な団体がなく、協力に関する慣

習もほとんどないため、特にこの問題が当てはま

る。ニュー・ディール政策を行うにあたってのコ

ンソーシアムの形成に失敗した例である38）。

　このランベスのケースは、Finn（2000）39）の言

う「パートナーシップ（共同関係）の疲弊」

（Partnership Fatigue）の典型例と言える。例え地
域からの支援がしっかりしたものであっても、提

携にあたって明確なリスクの分散ができるケース

が少ない。さらにこのような時に Employment
Service は官僚的で硬直的であるとの指摘がある。
このような状況では、ニュー・ディール政策は

トップダウン型で硬直的なプログラムのままであ

る。

�．おわりに：今後の研究課題

　本稿で扱ったイギリスの若年層への雇用政策と、

地域経済との関係の今後の展望として、欧州での

労働福祉政策の統合の中での位置付けについて触

れ、結びとする。

１　欧州社会労働政策協調のプロセスの中での位

置付け

　欧州の統合の進展は、社会政策の分野では、87
年単一欧州議定書より加速、マーストリヒト条約

の付属文書としての社会政策に関する合意40）など

で形になったと言える。欧州の単一市場創設、経

済統合の流れに乗って進展している形である41）。

しかし決してそれは常に順調な進展ではなかった。

特にイギリスの反対によって加盟国の合意に至る

ことは非常に困難であり42）、具体的に強制力のあ

る政策が生まれるまでには至らなかった。そもそ

も欧州における社会労働政策に関しては、国家に

よる福祉国家の考え方の違いが大きく、各国が協

調する分野ではなかった。欧州の中でも福祉国家

の税制、対象層、カバーしているリスクなどにつ

いて差異が大きかったためである43）。

　しかし欧州委員会は加盟各国が政府間の合意に

至らないで、統合の進展を遅らせているときにも、

一貫して統合の推進を図ってきた。その際に用い

られたコンセプトが「欧州社会モデル（European
Social Model）」というものである。社会政策に関
する最低限の「調和（harmonisation）」を進めて
きた44）。このような各主体の調整の結果、97年ル
クセンブルク雇用サミットにおいて、雇用問題が

各国にとって大きな関心事であることが確認され、

政策の調整に向けて動き出すことになった45）。

　97年の雇用サミットの結果として合意されたの
が、欧州雇用戦略である。これは「４つの柱」と

呼ばれる重点項目のことである。具体的に各国は、

それぞれの柱ごとに毎年定められる４つから５つ

のガイドラインに基づき、各年の行動計画を作成

することになる。これら一連の流れは98年以降既
に４回行われており、前述の「欧州社会モデル」

について、具体的な方向性、そして加盟各国の政

策について協調をしていく。このプロセスはルク

38）Ibid. Paragraph. 57, 同脚注. 101 を参照
39）Finn（2000）PP. 49–55 を参照
40）Treaty on European Union, 1992, Protocol and

Agreement on Social Policy
41）統合が経済分野から他の分野へ「スピルオーバー」
したとする超国家的（Supranational）アプローチも、
政府間の合意、特に特定多数決（QMV）による統合
の進展を主張する国家間（Intergovernmental）アプ
ローチもここでは可能である。

42）QMV は労働者に関わる議題に関しては適用されず、
イギリスが全会一致を阻んでいたため。

43）Esping-Anderson（1999）Social Foundations of
Postindustrial Economies, P. 73–94 によると欧州の福
祉国家は自助を基本とする自由型（Liberal）、包括的
にリスクをカバーする社会民主型（Social Democratic）、
伝統的なカトリック色の強い保守型（Conservative）
に分類される。

44）Hantrais（2000）P. 39
45）イギリスのこのようなプロセスへの貢献としてまず
挙げられるのは、イギリスの EU への政策の変化であ
る。特に雇用問題に関しては一貫して拒否権を行使し

てきたイギリスが、97年労働党政権誕生以来 EU に対
する姿勢を一転させた。このことは、その後の EU の
統合の急速な進展に大きく貢献している。これは98年
に合意されたアムステルダム条約に、マーストリヒト

条約では附属文書だった雇用に関する部分を本文に組

み込むことが出来たことからも分かる。
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センブルクプロセスと呼ばれている46）。ニュー・

ディール政策は、この欧州雇用戦略の第一の柱で

ある「雇用能力」にまさに当てはまっており、EU
も98年のルクセンブルクプロセスの過程で同政策
を高く評価している。

２　結　　論

　第�節で見たように、ニュー・ディール政策の

効果はマクロ的にはわずかながら、個人レベルで

は早くも好影響をみることが出来る。このような

個人レベルに好影響を与えることの出来る政策の

デザインこそ、EU が高く評価したものであり、イ
ギリス政府自身が自信を持っているものである47）。

　また本稿はネットワーク形成といった観点から

ニュー・ディール政策を評価した。このような地

域の視点を持つ政策が、EU レベルで高く評価さ
れるということは、地域、国家、EU のレベルで
のパートナーシップ形成につながっている。

ニュー・ディール政策は以上のように、より広い

文脈の中で意義を見出すことの可能な政策である

といえる。
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This article attempts to discuss the New Deal Policy of Blair Administration in the United Kingdom.
The NDYP is a support for young unemployed people, and its new role in local economy will be focused
particularly.

The New Deal for Young Unemployed People (NDYP) has been introduced since 1998 by the ‘New
Labour’ government as a result of its victory in 1997 general election. The main aim of the NDYP is to
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will assess how and what targets are affected by social and employment policy. As a conclusion, it is
important that partnership is treated as a process of building relationship, and that ‘partnership fatigue’,
i.e. problems in network creation and management should be avoided. It is difficult to assess macro-
economic effects of the NDYP because it concentrates on limited target group and is still new policy
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pants.

This article will attempt to place the NDYP in the context of integration process in the European
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create a partnership among the EU, the member states and local level.
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